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道内景気は、緩やかに回復している。生産活動は足踏みがみられる。需要面をみると、個

人消費は、一部に弱い動きがみられるものの、緩やかに持ち直している。住宅投資は横ばい

圏内の動きとなっている。設備投資は、緩やかに持ち直している。公共投資は、下げ止まり

の動きがみられる。輸出は、弱含みとなっている。観光は、来道者数が前年を下回ったが、

外国人入国者数は１２月以降前年を上回り回復している。

雇用情勢は有効求人倍率の改善が続いている。企業倒産は件数が前年を下回った。消費者

物価は、２７か月連続で前年を上回っている。

現状判断DI（北海道）
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１．景気の現状判断DI～２か月ぶりに低下

景気ウォッチャー調査
（季節調整値）

（資料：内閣府）
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２．鉱工業生産～３か月ぶりに上昇

鉱工業生産・出荷・在庫指数
（季節調整済指数）

（資料：北海道経済産業局）

景気ウォッチャー調査による、３月の景気

の現状判断DI（北海道）は前月を５．９ポイン

ト下回る４５．５に低下した。横ばいを示す５０を

２か月ぶりに下回った。

景気の先行き判断DI（北海道）は、前月

を０．６ポイント上回る５２．４となった。横ばい

を示す５０を６か月連続で上回った。

２月の鉱工業生産指数は９６．８（季節調整済

指数、前月比＋０．２％）と３か月ぶりに上昇

した。前年比（原指数）では▲１．６％と７か

月連続で低下した。

業種別では、金属製品工業等９業種が前月

比上昇した。パルプ・紙・紙加工品工業等６

業種が前月比低下となった。

道内経済の動き
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３．百貨店等販売額～２か月ぶりに増加

百貨店等販売額（前年比）

（資料：北海道経済産業局）

軽乗用車小型車 前年比（右目盛）普通車
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４．乗用車新車登録台数～４か月ぶりに増加

乗用車新車登録台数

（資料：�日本自動車販売協会連合会、�全国軽自動車協会連合会）

その他プロサッカー 総来場者（前年比、右目盛）プロ野球
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５．札幌ドーム来場者～７か月連続で減少

札幌ドーム 来場者数

（資料：㈱札幌ドーム）

２月の百貨店・スーパー販売額（全店ベー

ス、前年比＋０．６％）は、２か月ぶりに前年

を上回った。

百貨店（前年比▲０．６％）は、衣料品、身

の回り品、飲食料品が前年を下回った。スー

パー（同＋０．９％）は、飲食料品が前年を上

回った。

コンビニエンスストア（前年比＋２．６％）

は、４か月連続で前年を上回った。

２月の乗用車新車登録台数は、１３，８７７台

（前年比＋１．６％）と４か月ぶりに前年を上

回った。車種別では、普通車（同＋２．３％）、

小型車（同＋０．１％）、軽乗用車（同＋２．１％）

となった。

年度累計では、１５４，５６３台（前年比

▲２．５％）と前年を下回っている。内訳は普

通車（同▲０．８％）、小型車（同▲４．８％）、軽

乗用車（同▲１．６％）となった。

２月の札幌ドームへの来場者数は、２７千人

（前年比▲４０．１％）と７か月連続で前年を下

回った。内訳は、プロ野球、サッカーは試合

がなく、その他が２７千人（同▲５．４％）だっ

た。

道内経済の動き
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持家 貸家 給与 前年比（右目盛）分譲
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６．住宅投資～２か月連続で増加

住宅着工戸数

（資料：国土交通省）
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前年比（右目盛）

７．建築物着工床面積～４か月連続で増加

民間非居住用建築物（着工床面積）

（資料：国土交通省）

%億円

請負金額 前年比（右目盛）
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８．公共投資～４か月ぶりに増加

公共工事請負金額

（資料：北海道建設業信用保証㈱ほか２社）

２月の住宅着工数は１，５６１戸（前年比

＋１３．７％）と２か月連続で前年を上回った。

利用関係別では、持家（同＋２３．９％）、貸

家（同＋１．５％）、給与（同＋２，０５０．０％）、分

譲（同＋５．７％）となった。

年度累計では３３，３１８戸（前年比▲２．７％）

と前年を下回った。利用関係別では、持家

（同＋１．４％）、貸家（同▲５．２％）、給与（同

＋２．２％）、分譲（同▲２．４％）となった。

２月の民間非居住用建築物着工面積は、

９３，３３５㎡（前年比＋６５．７％）と４か月連続で

前年を上回った。業種別では、製造業（同

▲３０．２％）、非製造業（同＋７０．９％）であっ

た。

年度累計では、１，７５９，８５４㎡（前年比

▲６．３％）と前年を下回っている。業種別で

は、製造業（同▲１４．８％）、非製造業（同

▲５．５％）といずれも前年を下回っている。

３月の公共工事請負金額は１，１０３億円（前

年比＋７．８％）と４か月ぶりに前年を上回っ

た。

発注者別では、国（同▲１０．６％）、市町村

（同▲７．１％）、その他（同▲４１．５％）が前年

を下回った。独立行政法人（同＋１．３％）、道

（同＋３１．０％）が前年を上回った。

年度累計では、８，５７３億円（同▲２．９％）と

前年を下回っている。

道内経済の動き
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航空機 ＪＲ フェリー 前年比（右目盛）
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９．来道者数～４か月ぶりに減少

来道者数

（資料：�北海道観光振興機構）
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１０．外国人入国者数～３か月連続で増加

外国人入国者数

（資料：法務省入国管理局）
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１１．貿易動向～輸出が３か月連続で減少

貿易動向

（資料：函館税関）

２月の国内輸送機関利用による来道客数

は、９９６千人（前年比▲０．２％）と４か月ぶり

に前年を下回った。輸送機関別では、JR

（同＋０．４％）、航空機（同▲０．７％）、フェ

リー（同＋９．２％）となった。

年度累計では、１２，４１７千人（同▲２．１％）

と前年を下回っている。

２月の道内空港・港湾への外国人入国者数

は、２０３，９４２人（前年比＋１０．６％）と３か月

連続で前年を上回った。年度累計では、

１，７３３，９６７人（同＋８．９％）と前年を上回って

いる。

空港・港湾別では、新千歳空港が１９１，７６６

人（前年比＋１１．９％）、旭川空港が３，７５８人

（同▲１０．７％）、函館空港が７，６４６人（同

＋０．５％）だった。

２月の貿易額は、輸出が前年比▲１１．９％の

２７３億円、輸入が同▲０．７％の１，１４１億円だっ

た。

輸出は、自動車の部分品、鉱物性タール・

粗製薬品、一般機械などが減少した。

輸入は、石油製品、石炭、魚介類・同調製

品などが減少した。

輸出は、年度累計では３，５６０億円（前年比

＋２．６％）と前年を上回っている。

道内経済の動き
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有効求人倍率 新規求人数（右目盛）
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１２．雇用情勢～改善が進んでいる

有効求人倍率（常用）、新規求人数（前年比）

（資料：北海道労働局）
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１３．倒産動向～件数は３か月連続で減少

企業倒産（負債総額１千万円以上）

（資料：㈱東京商工リサーチ）
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１４．消費者物価指数～２７か月連続で前年を上回る

消費者物価指数

（資料：総務省、北海道）

２月の有効求人倍率（パートを含む常用）

は、１．１９倍（前年比＋０．０３ポイント）と１０９

か月連続で前年を上回った。

新規求人数は、前年比＋２．６％増加し、２

か月連続で前年を上回った。業種別では、医

療・福祉（同＋７．０％）、建設業（同＋６．６％）

などが前年を上回った。卸売業・小売業（同

▲５．７％）などが減少した。

３月の企業倒産は、件数が２６件（前年比

▲３．７％）、負債総額が２３億円（同▲４１．７％）

だった。件数は３か月連続で前年を下回っ

た。

業種別では建設業が９件、サービス業・他

が６件などとなった。

２月の消費者物価指数（生鮮食品を除く総

合指数）は、１０２．１（前月比＋０．１％）となっ

た。前年比は＋０．９％と、２７か月連続で前年

を上回った。

生活関連重要商品等の価格について、２月

の動向をみると、食料品・日用雑貨等の価格

は一部の商品を除き、おおむね安定してい

る。石油製品の価格は調査基準日（３月１０

日）時点で前月比、灯油・ガソリン価格とも

に値上がりした。

道内経済の動き
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＜図表1＞業況の推移
売上DI 利益DI全産業
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１．２０１９年１～３月期 実績

前期に比べ、売上DI（△６）は３ポ
イント低下、利益DI（△１１）は４ポイ
ント上昇となった。売上DIは２期連続
低下。北海道胆振東部地震の影響が払拭
されたホテル・旅館業などが回復した
が、建設業などが後退した。利益DIは
２期ぶりに上昇。製造業・非製造業とも
に上昇した。道内企業の業況は踊り場の

状況にある。

２．２０１９年４～６月期 見通し

売上DI（△１）は前期比５ポイント
上昇、利益DI（△７）は前期比４ポイ
ント上昇と持ち直しの見通し。鉄鋼・金
属製品・機械など製造業を中心に業況が
持ち直すとともに、非製造業では建設業
などが持ち直す見込み。

項 目
２０１６年
１～３４～６７～９１０～１２

２０１７年
１～３４～６７～９１０～１２

２０１８年
１～３４～６７～９１０～１２

２０１９年
１～３４～６

見通し

売上DI △１９ △９ △７ △４ △５ ３ １ ５ △３ △３ △１ △３ △６ △１
利益DI △１２ △６ △５ △７ △９ △４ △７ △９ △１４ △１３ △１２ △１５ △１１ △７

定例調査
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＜図表２－１＞業種別の要点

要 点
（２０１９年１～３月期実績）

２０１８年
４～６

２０１８年
７～９

２０１８年
１０～１２

２０１９年
１～３

２０１９年
４～６

実績 実績 実績 実績 前回
見通し 見通し

全産業 売上DIは２期連続低下の一方
で、利益DIは２期ぶりに上昇。

売上ＤＩ △３ △１ △３ △６ △４ △１
利益ＤＩ △１３ △１２ △１５ △１１ △１４ △７

製造業 横ばい圏の動き。
売上ＤＩ △３ △９ △１４ △１４ △５ ５
利益ＤＩ △１１ △１９ △１６ △１４ △１２ △５

食料品 水産加工業が売上DI・利益DIと
も改善。

売上ＤＩ ８ ９ △５ １３ １０ １８
利益ＤＩ △８ △１８ ３ １４ ５ １６

木材・木製品 業態により濃淡みられるが、業種
全体では弱含み。

売上ＤＩ △５ △６ △１２ △３０ △１８ ５
利益ＤＩ △１１ △２９ △２５ △２５ △３１ △１５

鉄鋼・金属製品・
機械

全体としては持ち直しているが鉄
鋼が低調。

売上ＤＩ ０ △５ △１５ △１０ △６ １７
利益ＤＩ △８ △８ △１５ △１３ △３ ７

非製造業 建設業と卸売業の業況後退。
売上ＤＩ △３ ２ １ △３ △３ △４
利益ＤＩ △１３ △１０ △１５ △９ △１６ △７

建設業 売上DIがマイナス圏に低下。土
木・民間設備工事が弱い動き。

売上ＤＩ ０ ０ ０ △１５ △１２ △９
利益ＤＩ △５ △１２ △１８ △２３ △２５ △１２

卸売業 食品卸、機械卸は売上DI・利益
DIとも低下。資材卸は堅調。

売上ＤＩ △７ ７ ７ △５ △５ △１２
利益ＤＩ △１９ △１６ ４ △１４ △７ △１４

小売業 燃料店、大型店、食品小売業の売
上DIが低下。

売上ＤＩ ０ ８ １８ ０ １２ △７
利益ＤＩ △２０ △２ △１６ △２ △１２ △７

運輸業 売上DIは貨物、旅客ともに改
善。貨物の利益DIが悪化。

売上ＤＩ △１１ △２４ △７ １２ ８ ０
利益ＤＩ △１５ △３８ △２３ △８ △８ △８

ホテル・旅館業 観光ホテルを中心に回復。
売上ＤＩ △２５ ２２ △４３ ８ △２１ １７
利益ＤＩ △２０ １１ △７１ ８ △３６ １７

＜図表２－２＞地域別業況の推移

２０１６年
１０～１２

２０１７年
１～３

２０１７年
４～６

２０１７年
７～９

２０１７年
１０～１２

２０１８年
１～３

２０１８年
４～６

２０１８年
７～９

２０１８年
１０～１２

２０１９年
１～３

２０１９年
４～６

実績 実績 実績 実績 実績 実績 実績 実績 実績 実績 前回
見通し見通し

全 道
売上ＤＩ △４ △５ ３ １ ５ △３ △３ △１ △３ △６ △４ △１
利益ＤＩ △７ △９ △４ △７ △９ △１４ △１３ △１２ △１５ △１１ △１４ △７

札 幌 市
売上ＤＩ △９ △３ ４ ４ ６ △１ △４ △２ １ △６ ８ ０
利益ＤＩ △９ △９ △１０ △５ △１２ △１６ △１６ △１６ △７ △９ △６ △５

道 央
（札幌除く）

売上ＤＩ ６ △２ １３ １０ ３ ６ １５ １８ △１ △５ △１１ △５
利益ＤＩ △２ △４ ８ △８ △３ △３ ４ ８ △１３ △９ △１２ △９

道 南
売上ＤＩ ６ △１２ △１５ △４３ △１３ △２９ △１３ △１５ △５ １０ △１９ ３
利益ＤＩ ６ △２７ △２１ △４６ △３６ △３６ △２７ △３５ △４９ △１５ △４４ △１８

道 北
売上ＤＩ △５ △９ △７ ４ １１ △１０ ０ △２ ４ △９ △４ ８
利益ＤＩ △１０ △７ ０ ４ ２ △６ △２ △２ １３ △４ ０ ８

道 東
売上ＤＩ △９ △４ ８ ３ １０ ０ △２０ △１５ △１８ △１４ △１１ △９
利益ＤＩ △９ △８ ０ ０ △３ △１７ △２６ △２５ △３６ △１９ △２７ △１１

定例調査
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＜図表3＞業況の推移（業種別）
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＜図表5＞利　益 

＜図表4＞売　上 
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＜図表6＞資金繰り 
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＜図表7＞短期借入金の難易感 

 

△ 1 0 △ 1

△ 1 △ 1 0

0 △ 3 △ 3

0 6 △12

△ 3 △ 5 3

0 4 8

△ 1 0 △ 2

1 △ 1 △ 5

2 2 2

△ 5 △ 6 0

△ 4 3 △11

△10 6 0

0 2 2

18/4～6
資金繰りDI

18/7～9
資金繰りDI

18/10～12
資金繰りDI 資金繰りDI 資金繰りDI

10 7 10

10 6 12

0 0 8

11 12 12

16 3 9

17 15 24

10 8 9

18 10 9

14 7 7

3 6 10

4 12 7

△ 5 0 △ 8

12 9 13

18/4～6
難易感DI

18/7～9
難易感DI

18/10～12
難易感DI 難易感DI 難易感DI

△ 3

△ 7

△ 5

△20

△ 3

△ 5

△ 1

△ 4

△ 2

△ 2

12

△ 8

0

△ 2

△ 6

△ 3

△15

0

△15

0

0

△ 4

2

12

△ 8

0

5 不変 87 8

4 85 11

3 89 8

80 20

97 3

15 65 20

6 87 7

1 94 5

10 78 12

7 84 9

16 80 4

92 8

2 96 2

4 不変 90 6

2 90 8

3 91 6

85 15

100

5 75 20

5 90 5

3 94 3

7 82 11

9 84 7

12 88

92 8

2 96 2

6

6

3

5

10

11

6

4

9

5

12

△ 9

7

5

6

3

10

7

5

5

5

4

5

8

△ 9

9

9 不変 88 3

9 88 3

8 87 5

10 85 5

10 90

11 89

9 88 3

8 88 4

9 91

10 85 5

12 88

9 73 18

7 93

7 不変 91 2

8 90 2

8 87 5

10 90

7 93

5 95

8 89 3

6 93 1

7 90 3

10 85 5

8 92

9 73 18

9 91

2019/1～3実績（n=373） 2019/4～6見通し（n=372）

2019/1～3実績（n=369） 2019/4～6見通し（n=368）

好転 悪化 好転 悪化

容易 困難 容易 困難

定例調査

― １０ ―ほくよう調査レポート ２０１９年５月号

ｏ．２７４（カラー）　ＩＣＳ　１７５線／本文　※柱に注意！　柱「ほくよう」に変更／００６～０１４　定例調査  2019.04.10 18.40.18  Page 10 



＜図表9＞設備投資 

＜図表8＞在　庫 
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＜図表10＞資金需要見通しの前年比較（運転資金） 
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＜図表11＞資金需要見通しの前年比較（設備資金） 
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＜図表１２＞当面する問題点（上位項目）の要点

項目 前期比 要 点

�人手不足（６７％） ＋１ 非製造業では３回連続で全業種１位。運輸業（８８％）などが顕著。

�原材料価格上昇（４１％） △３ 製造業で１位。食料品（６６％）、鉄鋼・金属製品・機械（６１％）と続
く。非製造業では運輸業（６２％）が高い。

�人件費増加（３９％） ＋４ 非製造業で２位。２４ポイントの上昇となったホテル・旅館業（６７％）
の他、小売業（４８％）などが高い。

�諸経費の増加（３５％） △１ 非製造業で３位。製造業・非製造業ともに横ばい圏の動き。

�売上不振（２９％） ＋１ 木材・木製品（４５％）で１４ポイント上昇し、１位。

�過当競争（２４％） ＋２ ホテル・旅館業（５０％）で２９ポイントの上昇。

＜図表１３＞当面する問題点（上位項目）の推移

（複数回答）
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調査の目的と対象：アンケート方式による道内企業の経営動向把握。
調査方法：調査票を配布し、郵送または電子メールにより回収。
調査内容：第７２回定例調査（２０１９年１～３月期実績、２０１９年４～６月期見通し）
回答期間：２０１９年２月中旬～３月上旬
本文中の略称
A 増加（好転）企業：前年同期に比べ良いとみる企業
B 不変企業：前年同期に比べ変わらないとみる企業
C 減少（悪化）企業：前年同期に比べ悪いとみる企業
D ＤＩ：「増加企業の割合」－「減少企業の割合」
E ｎ（number）＝有効回答数

（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・木製品

鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル・旅館業

その他の
非製造業

�人手不足
① ① ① ② ① ① ① ① ① ① ① ①
６７ ５９ ７４ ３５ ５８ ５８ ７０ ７７ ４４ ７７ ８８ ７５ ７３
（６６）（５５）（５９）（３８）（６３）（５０）（７１）（８３）（４９）（６３）（８５）（８６）（７２）

�原材料価格上昇
② ① ② ① ① ① ② ②
４１ ５９ ６６ ４５ ６１ ５８ ３３ ２８ ４２ ２３ ６２ ４２ ２０
（４４）（６１）（６６）（５６）（５６）（６２）（３７）（３９）（４２）（３３）（５９）（４３）（１７）

�人件費増加
③ ③ ③ ② ② ② ② ②
３９ ３９ ３４ ３５ ４５ ４２ ３９ ４４ ２８ ４８ ２７ ６７ ３９
（３５）（３７）（４４）（３１）（３４）（３５）（３３）（３９）（２０）（４０）（３３）（４３）（３０）

�諸経費の増加
③ ③ ③ ③ ③ ③

３５ ３８ ３９ ４０ ３９ ３２ ３４ ２９ ３９ ３６ ４２ ４２ ２７
（３６）（３８）（５４）（５０）（２８）（１９）（３５）（３２）（３６）（２５）（５６）（３６）（３７）

�売上不振
① ① ③

２９ ３４ ２４ ４５ ２６ ５８ ２７ ２３ ３５ ３０ １９ １７ ３０
（２８）（３２）（２９）（３１）（２２）（５０）（２６）（２５）（３３）（２７）（１５）（２１）（２６）

�過当競争
③ ③

２４ １３ １１ ２５ １０ １１ ２８ ２７ ３２ ４３ ８ ５０ １６
（２２）（１４）（１０）（１９）（１３）（１９）（２６）（３１）（２９）（３３）（４）（２１）（２０）

�販売価格低下 ７ ７ ８ ５ ６ １１ ６ １ １２ ２ ４ ８ １１
（９）（９）（１２）（－）（３）（１５）（９）（６）（１６）（６）（４）（１４）（９）

	価格引き下げ要請 ６ ５ ５ １０ ０ ５ ７ ５ １６ ０ ４ ０ ７
（７）（５）（７）（－）（６）（４）（７）（６）（１６）（２）（４）（－）（９）


資金調達 ６ ６ ５ １０ ６ ０ ６ ５ ７ ７ ０ １７ ５
（４）（４）（２）（１３）（６）（－）（４）（５）（２）（２）（４）（７）（７）

�設備不足 ５ １０ ８ ５ １３ １６ ３ １ ４ ５ ０ １７ ２
（５）（１０）（１２）（－）（１３）（１２）（３）（１）（４）（２）（－）（７）（９）

�代金回収悪化 ２ １ ０ ５ ０ ０ ２ ０ ５ ２ ０ ０ ２
（１）（－）（－）（－）（－）（－）（１）（１）（２）（２）（－）（－）（２）


その他 ４ ５ ５ ０ ６ ５ ３ ４ ４ ５ ０ ０ ２
（３）（４）（５）（－）（６）（４）（３）（１）（４）（４）（４）（－）（２）

＜図表１４＞当面する問題点（複数回答）
（単位：％）

○内数字は業種内の順位、（ ）内は前回調査

調 査 要 項

企業数 構成比 地 域
全 道 ３７４ １００．０％
札幌市 １４０ ３７．４ 道央は札幌市を除く石狩、後志、

胆振、日高の各地域、空知地域南部道 央 ７８ ２０．９
道 南 ３９ １０．４ 渡島・檜山の各地域
道 北 ５３ １４．２ 上川・留萌・宗谷の各地域、空知地域北部
道 東 ６４ １７．１ 釧路・十勝・根室・オホーツクの各地域

地域別回答企業社数

調査
企業数

回答
企業数 回答率

全 産 業 ７０２ ３７４ ５３．３％
製 造 業 １９７ １０９ ５５．３
食 料 品 ６８ ３８ ５５．９
木 材 ・ 木 製 品 ３３ ２０ ６０．６
鉄鋼・金属製品・機械 ６０ ３１ ５１．７
そ の 他 の 製 造 業 ３６ ２０ ５５．６
非 製 造 業 ５０５ ２６５ ５２．５
建 設 業 １３８ ７９ ５７．２
卸 売 業 １０５ ５８ ５５．２
小 売 業 ９３ ４５ ４８．４
運 輸 業 ５３ ２６ ４９．１
ホ テ ル ・ 旅 館 業 ３５ １２ ３４．３
その他の非製造業 ８１ ４５ ５５．６

業種別回答状況
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今回の調査では、観光業が北海道胆振東部地震の影響から回復しましたが、幅広い業種で

人手不足がさらに深刻化するとともに、人件費の上昇が経営の重荷になっている様子が見ら

れました。変化する環境に対応するため、各企業で価格交渉・商品開発・新規事業立ち上げ

など、様々な動きが見られます。また２０１９年４月より順次施行の働き方改革関連法案への対

応が、人手不足の問題に拍車をかけるとの声も聞かれています。以下に企業から寄せられた

生の声を紹介いたします。

１．食料品製造業

２．木材・木製品製造業

３．鉄鋼・金属製品・機械

４．その他の製造業

＜食料品製造業＞ 販売先の業務再編に伴

い、減収となる見込み。昨年オープンした新

店舗の売上でカバーできるが、今後の展開と

そのための資金確保を考えると、利益の積み

増しが必要。新しい取組みを検討していきた

い。

＜食料品製造業＞ 利益率の低い商品あるい

は赤字商品の販売割合が多い。値上げと不採

算商品の統廃合が必要と考えている。

＜食料品製造業＞ 輸送（特に道外向け）で

遅れが発生しており、経費も上昇。流通の確

保が大きな課題となっている。

＜木製品製造業＞ 国内企業に販売量の縮小

傾向が見られ、海外向けの販売を考えなけれ

ばならない時期に来たように感じる。

＜製材業＞ 売上・利益に関して会社設立以

来、最高の数字を達成できているが、一方で

様々な理由から離職率が高くなっている。採

用活動は常に行っているが、受注に対する人

手不足が深刻で、働き方改革関連法の施行は

追い打ちとなる。

＜金属製品製造業＞ 受注のロットが小さ

く、また回数が多くなって来た。効率が悪

く、粗利率が下がっている。社内で改善策を

模索中。

＜金属製品製造業＞ 人手不足を補うため、

また収益を確保するためにも、設備投資が必

要となってきた。働き方改革の法案もあり、

マンパワーの努力だけでは限界がある。

＜機械器具製造業＞ 材料費が右肩上がりで

あるが、受注産業であるため価格に転嫁でき

ている。一方で例年よりも年度末需要に勢い

を感じない。年度明けの物件が動いているた

め秋口をピークと定めて受注活動を進めてい

く。

＜ゴム製品製造業＞ 地方小売店の販売力が

低下傾向。本州量販店の進出が影響している

と思われる。

＜印刷業＞ 原材料の値上げと働き方改革へ

の対応は零細企業にとって大きな課題。今後

これ以上の単価競争が起きないよう、自治体

が中心となって価格形成の適正化に努めてほ

しい。

経営のポイント

深刻化する人手不足と人件費上昇への対応が課題に
〈企業の生の声〉
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５．建設業

６．卸売業

７．小売業

＜建設業＞ 公共工事は農業土木が前年比で

３０％増加の見込み。道路・河川工事について

も上川管内では災害関連工事が追加され、

２０１９年度は良い環境と思われる。

＜建設業＞ 公共工事の受注が不調で現在は

民間建築に頼っている。民間建築では札幌周

辺の受注が多いが、オリンピック以降は受注

の冷え込みも予想され、土木工事での体力作

りが必要と考えている。

＜建設業＞ 道内はインバウンド効果に加

え、今後、大通周辺の再開発もひかえてお

り、建設業にとって良い状況。

＜電気通信工事業＞ 今後、消費税引き上げ

前の駆け込みが予想され、工事がスケジュー

ルに間に合うかという不安がある。工事の進

捗管理、人手の回し方に注意する。

＜電気通信工事業＞ 次世代通信規格（５

G）の商業化とIoTの拡大、東京五輪に合わ

せた首都圏通信インフラ整備、第４の携帯

キャリア（楽天モバイル）の設備投資等、通

信建設業界の受注案件は増加中。施工体制の

構築や受注に見合う技術者確保が課題となっ

ているが、中途採用もなかなか集まらず、外

注先企業の確保に注力している。

＜塗料卸売業＞ 労働者の立場が尊重される

ようになる中、労働者側の労働意識低下が懸

念される。業務の内容やスピードは悪化傾向

にある一方、有休の取得や残業代の要求など

は増加する流れにある。

＜包装用品卸売業＞ 大手ホームセンターへ

の販売が増加したが、薄利であり、全体の利

益率を押し下げている。

＜鋼材卸売業＞ 販売先の業種によって前年

度に対する販売量のバラ付きが出始めた。準

公共的な大型物件の工事が遅れており、民間

工事への影響が懸念される。

＜水産物卸売業＞ 主要品目（マイカ、スケ

ソ、ホタテ貝、サケなど）の不漁により入荷

数量が減少。またタラバガニ、ズワイガニな

どは輸入品の価格高騰で仕入価格が上昇して

いる。

＜建設用機材卸売業＞ 一昨年と昨年で２０代

と４０代の人を採用したが、どちらもほぼ半年

で辞職となった。職を転々としてきた人だっ

たので案の定とも思ったが、採用の難しさと

新人への対応力が必要と感じた。

＜食品小売業＞ 売上では一人あたりの単価

が減少傾向にある。

＜コンビニエンスストア＞ 業界では、人手

不足と人件費高騰の中、２４時間営業が全店で

必要なのかという議論が高まっている。ま

た、商品開発では老人向けおよび独居者向け

が進んでいる。

＜燃料小売業＞ ガス・電気の参入が自由に

なり、セットでの割引販売が増加。ユーザー

の囲い込みが難しくなっている。

経営のポイント

― １６ ―ほくよう調査レポート ２０１９年５月号
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８．運輸業

９．ホテル・旅館業

１０．その他非製造業

＜自動車販売店＞ 全員がマルチに業務をこ

なせるようになる事を目指し、職種の垣根を

こえた業務に取組む。

＜運輸業＞ 大宗貨物である農産物の収量が

２～３割の減少。農産品に依存しないよう新

規事業の参入などに取り組んでいる。

＜運輸業＞ 業界（旅客業）の環境は震災後

好転しているが、北海道ふっこう割の効果に

ついては持続性に不安を持っている。

＜運輸業＞ 運賃の上昇機運は高まっている

が、なかなかフルスライドとはいかない。根

気強く運賃改定を交渉していくしかない。

＜都市ホテル＞ 昨年増築を行い、売上は順

調に伸びた。一方で人件費を含む経費の増加

が課題となっている。

＜都市ホテル＞ インバウンド増加の恩恵も

あり、売上は伸びているが、他社での新規開

業と維持管理費の増加により利益率は減少傾

向。

＜廃棄物処理業＞ 既存事業の縮小リスクに

備え、新規事業を立ち上げるための情報収集

を行う予定。

＜倉庫業＞ 例年、冬は入庫が減少するが、

今年はその幅が大きく、品目では冷凍水産物

が少ないと感じる。

＜ソフトウェア開発＞ 労働者不足により新

たな受注が難しくなってきた。外国人やU

ターン組の採用を積極化する必要性を感じて

いる。

経営のポイント

― １７ ― ほくよう調査レポート ２０１９年５月号
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― １８ ―ほくよう調査レポート ２０１９年５月号

（要約）

○訪日外国人観光客は増え続けているが、重要なのは観光を地域再生につなげることではな

いか

○「美食世界一のまち」スペインのサン・セバスチャンの取り組みは、北海道が「食」をア

ピールする上で注目すべき事例である

○過疎だったイタリアのトスカーナがヨソモノの視点を生かして世界的な観光地になったこ

とも、北海道の参考にしたい

○「ポスト２０２０」のビジョンは訪日外国人のヨソモノ視点を存分に生かして踏み込んだ

「オール北海道」で取り組むべきである

１．観光は地域を変える

訪日観光客の増加が衰えを知らない。２０１８年には初めて３０００万人を突破した。政府は訪日観光

客を「成長戦略」の柱に位置づけ、２０２０年に４０００万人・消費額８兆円、２０３０年には６０００万人・１５

兆円を目標に掲げている。だが、そもそもこの数値にどれほどの意味があるのか。人数と消費額

を達成することが、目的になっていないだろうか。外国人観光客を単なる数字としてとらえた

り、経済効果として見たりするだけでは不十分である。

外国人観光客は、地域のあり方自体を変える可能性を秘めている。観光は、地域再生やまちづ

くりを考える上で決定的に重要だからだ。人口減少と地域の疲弊が著しい北海道にとっては、な

おさらである。行政や団体、業界が、今まで以上に踏み込んだ「オール北海道」で取り組むべき

テーマなのだ。

とくに「ポスト２０２０」を考える上で、訪日観光客は鍵を握る存在である。現在は日本中が２０２０

年の東京五輪・パラリンピックに向けて奮闘しているように見えるが、果たして「ポスト２０２０」

のビジョンを具体的に描けているだろうか。五輪が終わった途端に目標を見失い、国も地域も失

速しかねない懸念がある。目先の大型イベントの実施にばかり目を奪われず、早急に考えるべき

は、急増する観光客を活用してどのように地域の衰退に歯止めを掛け、まちを存続させるかとい

う視点ではないか。持続可能な地域づくりを中長期的な展望を持って描くことが求められてい

る。

この小論では筆者がロンドン特派員時代に取材したヨーロッパの事例を紹介しつつ、観光の地

域づくりへの生かし方について考えてみたい。いずれの地域も、逆境や危機的な状況に対し、官

民や業界の違いを乗り越えて連携した結果、世界的な観光地になったところである。北海道らし

い独自の観光のあり方を考える上で参考になると考える。

地域再生につなげる／つながる北海道観光へ
－「ポスト２０２０」に向けて欧州の事例から－

北海道新聞東京報道センター
部次長 志子田 徹

寄稿
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― １９ ― ほくよう調査レポート ２０１９年５月号

２．「食」で外国人観光客を北海道に呼び込むには

日本に来る外国人が観光で期待していることは、景勝地巡りやショッピングではなく、「日本

食を食べること」が圧倒的にトップである。しかも満足度は高く、再訪目的としても「日本食」

を挙げる人が群を抜いている（観光庁『訪日外国人消費動向調査』より）。言うまでもなく、

「食」は北海道観光で最大の魅力の一つだ。新鮮な海産物や農畜産物だけでなく、最近はチーズ

やワインなどにも関心が集まっている。ただ、食が北海道を訪れる外国人観光客の目的になって

いるかというと、必ずしもそうではない。道庁が行った外国人観光客の動態・満足度調査では、

北海道を旅行先に挙げた理由は「自然風景が素晴らしい」がダントツで８０％を超える。食は２番

目だが４０％にとどまっている。

世界のグルメたちは美味しいもの、見たこともない珍しいものを求めて地球上を飛び回ってい

る。こうしたグルメの間で北海道の知名度は、残念ながらあまり高くない。日本国内では札幌や

函館などが高い人気を誇るのに、である。日本食として世界中の誰もが思い浮かべる「寿司」

は、日本では北海道で食することがあこがれの的であるにもかかわらず、である。なぜか。新鮮

な食材を除けば、「北海道でしか味わえない食」がまだ打ち出せていないからではないか。外国

人に人気のある伝統的な和食は北海道には少ないかもしれないが、伝統に磨きを掛けてオリジナ

リティーのある食を発信できれば、東京や京都の食を目当てにやってくる海外の美食家を引きつ

けることができる。道内観光の４番打者、キラーコンテンツにまで高めることができるはずだ。

ここで紹介したいのは、「美食世界一のまち」と言われるスペイン北部バスク州のサン・セバ

スチャン市についてである。サン・セバスチャンの人口は約１８万６千人と、１７万人の苫小牧市よ

り少し多い程度の規模だが、フランスのレストラン格付けガイド「ミシュラン」で、人口あたり

の星付きレストランの数で世界１、２位を争っている。グルメ界のアカデミー賞とも言われる

「世界ベストレストラン５０」でも、サン・セバスチャンからは毎年２～３店が上位５０店の常連に

なっている。筆者は４年前と５年前に取材で訪れたが、女満別空港よりずっと小さい空港なの

に、プライベートジェット機が並んでいて驚いた。食を目当てに世界のグルメがやって来ている

のだ。高級レストランだけでなく、旧市街には立ち飲み居酒屋「バル」が集中し、４００メートル

四方に２００軒以上が立ち並ぶ観光名所になっている。店ごとに独創的なつまみ「ピンチョス」を

提供し、地元民や観光客がはしご酒を楽しむ。毎日、お祭りのようなにぎやかさだ。

とはいえ、サン・セバスチャンはかつて衰退を経験したまちだった。戦後のスペインはフラン

コ独裁政権が支配し、独自の言語や文化を持つサン・セバスチャンのあるバスク地方は弾圧され

た。１９６０年代以降、独立派の一部が過激化してテロが横行し、観光客に見向きもされない地に

なった。また、海と山に囲まれ自然に恵まれてはいるが、「太陽の国」スペインなのに雨が多

く、首都マドリードからも遠く交通の便はあまり良くない。

ではなぜ、「美食世界一のまち」として観光客が押し寄せるようになったのか。そこには立役

者がいる。伝説のシェフ、ルイス・イリサールさんだ。１９３０年に生まれたイリサールさんは地元

サン・セバスチャンで料理を修行し、マドリードやロンドンなどヨーロッパ各地でホテルの総料

理長を務めるまでになった。だが、愛する故郷、とくに誇りに思っていた郷土料理が廃れていた

ことに心を痛め、７０年代半ばにUターンすることを決意。すっかり寂れてしまったまちを、料理
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を通じて元気づけることにした。

イリサールさんが挑んだのは、料理界の「常

識」を覆す試みだった。料理であれ何であれ、

通常は自分の得意技、秘伝中の秘伝をそう簡単

に他人に教えるものではない。他の店でもメ

ニューに載ってしまえば、「うちの店の看板料

理」がなくなってしまうからだ。ところがイリ

サールさんは地元のシェフ仲間たちに、自分の

得意料理を互いに教え合うことを唱えた。ライ

バルにレシピを開示して、自分の得意料理を教

えるというのである。なぜか。「まちのどの店も

おいしいと評判になれば、マドリードからも、

いや世界からも人が来るに違いない。それに

は、シェフ同士が持てる知識と技術を互いに教

え、学び合って、高みを目指すんだ」。イリ

サールさんは筆者のインタビューにこう答え、さらに付け加えた。「一人ではできないことでも、

皆が結集すればできるじゃないか」。

自分の店だけ評判を高めても、地域活性化への貢献は少ない。しかし、地域のどの店も高い水

準になれば、そのまちには食を目当てに人が来るではないか。そのために「無私」の精神を持つ

仲間たちと、まちのレストラン全体のレベルアップを試みよう。イリサールさんは仲間うちで調

理技術の勉強会を開き、互いに腕を磨いた。目指すは郷土料理の現代化、イノベーションであ

り、「ヌエバ・コッシーナ・バスク（新しいバスク料理）」と称して、郷土料理を土台にしつつあ

らゆる調理法や食材を取り入れる料理を試みた。この勉強会を重ねる中で、仲間の中からミシュ

ランの星を取るスターシェフが次々と誕生。スペイン中で反響を呼び、今では世界中で斬新なス

タイルの料理が大ブームを巻き起こしている。もはや料理に国籍はなくなった。「世界ベストレス

トラン５０」に登場するような予約が取れ

ないレストランは伝統料理ではなく、あ

らゆる国の食材や調理法、盛り付けを融

合させた斬新な料理ばかりである。

イリサールさんたちの取り組みに触発

され、地域が動きだした。まずバルで料

理の水準を大きく引き上げる動きが始ま

り、味も見た目もどこにも類似品がない

独創的なピンチョスを各店が競い合うよ

うになった。バル巡りはサン・セバス

チャン観光の代名詞となる。こうなると

経営者らでつくる飲食業協会や行政も

スペインのサン・セバスチャンを「美食世界一のま
ち」に押し上げた立役者、ルイス・イリサールさん。
無私の精神が共感を呼び、行政や業界とも踏み込んだ
協力関係を築いた

サン・セバスチャンの立ち飲み居酒屋「バル」には、見たこ
とも食べたこともないようなおつまみ「ピンチョス」が並
び、世界中から観光客を呼び寄せている
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黙っていない。料理人、業界、行政の３者が協力して「食によるまちづくり」に乗り出した。し

かも表面的な協力ではなく、難しい事業にも踏み込んだ。代表的な取り組みが、世界に数校しか

ない食をテーマにした総合大学の設立だ。地元出資を中心に２０１１年に誕生したこの大学は、サ

ン・セバスチャンはじめ国内外の超一流シェフを講師にして最先端の調理を学べるだけでなく、

経営や食材の研究開発まで取り組み、世界的に知られるようになった。卒業生が地元店のレベル

をますます向上させ、海外で活躍する人が現れると、食のまちサン・セバスチャンの評価がます

ます高まる―そんな好循環を生んでいる。

北海道に戻ろう。食で訪日外国人客を呼び込むためには、それぞれの現場でバラバラに競うだ

けでは限界があるように思う。まずは志を同じくする仲間同士が、ライバルであっても互いの知

恵と技術と資源を持ち寄って北海道のために協力することが、遠回りのようでも第一歩になるの

ではないか。各国の調理法や珍しい食材を貪欲に取り入れ、そのムーブメントに業界団体や行政

が踏み込んだ支援をすれば、東京や京都にもない新しい食の地域として訪日外国人たちにアピー

ルできる。それには、訪れた外国人たちの声にじっくり耳を傾けることが大きなヒントになるは

ずだ。これは何も、食の世界だけに限らないことである。このことを次に紹介したい。

３．ヨソモノの視点が過疎地を変える

住んでいる人にとっては当たり前すぎて大したことがないと思っているものでも、他所から訪

れた人には魅力的に映る―。そんな足元に眠っている資源は北海道に、まだまだたくさんあるは

ずだ。眠っている資源に気づき、うまく活用すれば、世界的な観光地にだってなれる。そう思わ

せてくれるのが、イタリア中部のトスカーナ州だ。トスカーナはフィレンツェやシェナといった

美しい古都だけでなく、郊外の田園風景も非常に人気がある世界的に有名な観光地である。なだ

らかな丘陵に広がるワイン用のブドウ畑、点在する古民家、そして素朴な郷土料理は国内外の旅

行客を引きつけてやまない。２０１４年秋に筆者が取材で訪れたときは、ワイナリー巡りや丘陵散策

を楽しむ欧米の旅行者をたくさん見かけた。

今でこそトスカーナは世界が憧れる観光地になったが、実はかつて人口減少と地域衰退に悩ん

でいた。イタリアは日本と同様、戦後に高度経済成長を成し遂げたが、その過程で人口は農村部

から都市部へと集中。地方は過疎化が進み、農村には空き家が目立つようになった。とくにイタ

リアを代表するワイン産地であるトスカーナのキャンティ地方は、ワインが量産型で低価格だっ

たこともあり、離農者が相次いだ。寂れていく地域をどうするか。自治体の中には工場誘致など

に力を入れたところもあったが、住民から反対する声が上がり開発は進まなかった。

転機となったのは、ヨソモノの視点である。１９６０年代、バックパッカーや芸術家の卵など、海

外の若者たちが少しずつ訪れるようになった。手付かずの自然や寂れた集落にかえって魅力を感

じたからで、空き家に滞在したり、古民家を購入したりする者が現れた。こうした外国の若者た

ちに目をつけたのが、地元の農業者たちである。空き家や空き部屋はふんだんにある、そこに泊

まってもらって自家製のワインや郷土料理を振る舞えば喜ばれるし、商売になるのではないか

―。こうして始まったのが「アグリツーリズモ」、日本でいうグリーンツーリズムあるいは農村

民泊である。トスカーナがイタリアでは先駆けとなり、都会の住民が田舎暮らしを体験できると

ｏ．２７４（カラー）　ＩＣＳ　１７５線／本文　※柱に注意！　柱「ほくよう」に変更／０１８～０２３　寄稿（志子田）  2019.04.04 14.46.08  Page 21 



寄稿

― ２２ ―ほくよう調査レポート ２０１９年５月号

して１９９０年代からブームが始まっ

た。今ではイタリア観光の柱の一

つになっている。宿の種類には古

民家風から古城風、豪華なホテル

風までさまざまなタイプが登場

し、一人旅から富裕層まで呼び込

んでいる。

観光客が訪れるようになると、

ワインの生産者たちも奮起した。

品質向上に尽力し、観光地として

の魅力アップにもつなげた。キャ

ンティ地方のワイン協会も観光客

向けに試飲会などを開催。観光客

のお目当てには、豊かな自然や歴史的な建物に加えてブドウ畑やワイナリー訪問が加わった。さ

らにワイン協会は自然や景観を守ることがトスカーナの魅力だとして、環境保全にも積極的に取

り組んだ。「すべてが調和し相乗効果を生んでいるからこそ、世界的な観光地になったのです」。

取材時、ワイン協会の幹部は胸を張って語った。

大切なことは、ヨソモノが発見した予想外の宝をしっかりと受け止めて、魅力の本質に磨きを

掛けていくことである。トスカーナの場合は、開発が進まなかったことで取り残されていた自然

の景観や寂れていた昔ながらの集落こそが、むしろ地域の宝であることをヨソモノが見いだし

た。それを農家やワインの生産者がしたたかに活用し、世界的な観光地につながったと言える。

翻って、北海道では海外から来る観光客の声に、どこまでしっかり耳を傾け、受け止めることが

できているだろうか。気づきのチャンス、魅力のブラッシュアップの機会を逃さないようにしな

ければならない。

４．「訪れて良し」、そして「住んで良し」

北海道が参考にし得る事例として、スペインのサン・セバスチャンとイタリアのトスカーナを

取り上げた。冒頭でも触れたとおり、観光は目先の経済効果だけでなく、地域再生につながる可

能性を秘めている。サン・セバスチャンにしろトスカーナにしろ、かつては衰退していた時期が

あった。危機的な状況にあったからこそ、自分たちの地域の魅力を見つめ直し、その魅力を見事

にバージョンアップさせたのだった。

地域の衰退に一定の歯止めを掛けるものでない限り、観光を発展させる意味もないと思える。

北海道の疲弊が止まらないからこそ、「ポスト２０２０」に向けた観光は、これまで以上に地域再生

につながる取り組みを重視する必要がある。

観光を地域再生につなげる視点は、日本政府が提唱する「観光立国」の理念でもある。２００３

年、観光立国懇談会の報告書で提起された観光立国の理念は「住んでよし、訪れてよしの国づく

り」だ。いわく、「自らの地域社会や都市を愛し、誇りをもち、楽しく幸せに暮らしているなら

人口減少に悩んでいたイタリアのトスカーナはヨソモノの視点を存分
に活用して、世界が憧れる観光地になった

ｏ．２７４（カラー）　ＩＣＳ　１７５線／本文　※柱に注意！　柱「ほくよう」に変更／０１８～０２３　寄稿（志子田）  2019.04.01 14.00.37  Page 22 



寄稿

― ２３ ― ほくよう調査レポート ２０１９年５月号

ば、おのずと誰しもがその地を訪れたくなる」という主張である。原点であるこの理念に、今こ

そ立ち返るべきである。地域再生の原動力になるのは、地域を愛する「愛郷心」を持った人たち

だ。住民の満足度が高く地域への思いが強ければ、観光で訪れる人たちが好印象を持つことにも

つながる。観光が今後も発展するには、地域づくりの視点なくしてあり得ないはずだ。

観光とは、単に名所や旧跡を訪問したり名物を食べたりすることだけではない。人がある土地

を訪れれば多少なりとも交流が生じ、訪れた側にも受け入れた側にも、有形無形の影響を与え

る。ましてや訪れて来るのが外国人、ヨソモノの視点を持つ人であれば、相互の交流は経済効果

を超えて、新たな知恵や創造のインパクトにもなるのではないか。ヨソモノ視点は眠っている観

光資源や意外な地域の魅力の発見にとどまらず、誰もが暮らしやすいまちづくりのヒントになる

に違いない。

訪日外国人の経済的な側面にしか注目せず、入り込み数や消費動向の数字にしか関心を払わな

いのでは、貴重なチャンスを逃すことになる。多様な文化的背景を持つ人との新たな出会いは、

北海道を豊かにするヒントの宝庫なのだ。まずは訪れてくる外国人たちの、率直な声に耳を傾け

よう。北海道の良い面、悪い面、さまざまな意見を真剣に受け止めること。その声を生かすた

め、形式的ではない「オール北海道」の協力を深めること。数値目標に一喜一憂することなく、

自分たちの足元を見つめ直す。北海道の再生には遠回りに見えて、最短の近道に違いない。

〈執筆者略歴〉

しこだ・とおる １９６８年東京都生まれ。９３年北海道大学法学部卒業後、北海道新聞社入社。函館

報道部などの後、東京政経部で小泉政権を取材し、道政キャップを経て、２０１２年からロンドン特

派員を務めた。１５年から現職。昨年、ロンドン特派員時代の取材を元にして「ルポ地域再生 な

ぜヨーロッパのまちは元気なのか？」（イースト新書）を出版した。
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経済コラム 北斗星

北海道知事選挙を振り返って

北海道の道政に新しいリーダーが誕生した。４月７日（知事選投票日）の午後８時（投票

締切時刻）に始まったNHK選挙速報番組は、放送開始とほぼ同時に鈴木直道氏（前夕張市

長）の当選確実を報道した。鈴木氏の得票１６２万票強、対立候補の石川氏の得票９６万票強と

いう大差での鈴木氏の勝利となった。今回の知事選は、北海道命名１５０周年、平成から令和

ヘの元号変更、４期１６年続いた高橋道政の終わりといういろいろな意味での大きな節目の知

事選であった。手元にある今回の知事選に関する分厚い新聞切り抜きファイルをもとに、今

回知事選の経過等を振り返ってみたい。

今回の北海道知事選においては、先ず「与野党全面対決」という点が特徴として取り上げ

られることが多かった。しかも、与野党ともに候補者の絞り込みに時間を要し、当初、前年

の夏から秋には候補の一本化を図ると言われていた時期が遅れに遅れて、まとまってきたの

は両陣営とも本年２月に入ってからであった。当初に高橋知事の去就問題が絡んでいたとは

いえ、与野党の対応に歯がゆさを感じたのは私だけではあるまい。また、地方公共団体の首

長選びには、国政レベルの政党本位の候補者選びと違って、候補者の地方自治への想いや政

策・識見等が本来は重視されて然るべきであるが、今回の選挙では、知名度など「勝てる候

補者」という観点や党略が優先されたように見える点も多少気になるところであった。とく

に、与党側においては、候補者選びの過程で、地方自治体の首長や道議会議員、経済界など

に強い異論があったことが報じられている。もっとも、鈴木氏という若きニューリーダーが

誕生した以上、今後は北海道の輝かしい未来を目指して、各界一致して新知事を盛り立てて

いくことが期待される。候補者選びの行き違いをゆめゆめ後に引きずらないようにしてもら

いたいものだ。

ところで、もう一つ気懸かりな点は、投票率の低さである。今回の知事選の投票率は

５８．３４％（前回、２０１５年、５９．６２％）であった。この投票率は、戦後最低であった１９４７年の

５９．３９％をさらに下回るものである。大きな節目における注目された選挙であったはずの今

回知事選のこの投票率の低さは、果たして如何なものであろうか。とくに今回は、選挙権が

与えられる年齢が１８歳に引き下げられて初めての選挙でもあり、大いに気になるところであ

る。投票に行かない人が４０％もいるという現実を何とか打破したいものだ。

今回選挙の争点としては、北海道が当面する喫緊の問題、即ち「原発・エネルギー問題」
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「JRの路線存続問題」「統合型リゾート施設（IR）問題」「人ロ減少対策」「社会保障体制の充

実」などが新聞報道では大きく取り上げられている。これらの点に関し、石川氏が「原発廃

止」「IR（とくにカジノ誘致）反対」「路線廃止ではなく鉄路を活かす方策の検討」など、立場

を率直に主張したのに対し、鈴木氏は道民目線で総合的に判断する等、明確な方向を示さな

かったように窺われる。これは選挙戦を強く意識した上で意図的に曖昧にしたものと窺える

が、当選した暁には、いつまでも問題を先送りすることのないようにして頂きたい。高橋道

政においては、道庁がリーダーシップを発揮して問題解決を促進する場面が比較的少なかっ

たように思われる。鈴木新体制にあっては、それこそ若さと革新力を発揮して問題解決に邁

進してもらいたいものだ。北海道民は、もう東日本大震災以降５年間も全国一高い電気料金

を我慢してきているのだ。

経済問題に関しては、現下の最大の構造問題である人口減少、少子高齢化問題が取り上げ

られていたが、全体的に掘り下げが十分ではなかったように思われる。急ピッチで進む人口

減少の下では、直接間接を問わず人口増加対策、外国人労働力の導入など「数の対策」は勿

論必要だが、最大の課題は、人口が減っていくだけに、生産性の向上を如何に図るか、生産

性の高い産業（ニュービジネス）を如何に育成し根付かせていくかという点にある。北海道

は、生産性が相対的に低いサービス産業、農林水産等第一次産業のウェイトが高い。それだ

けに、仮に「食」と「観光」を北海道の強みとして育成・拡充していくとしても、その生産

性を如何に高めていくかが真に問われなければならない。

また、将来、北海道をどのような地域にしていくのかという中長期展望についても、もう

少し具体的イメージを明確にしてほしかった。鈴木氏の掲げたスローガン、「ピンチをチャ

ンスに」「活力あふれる北海道の未来」「攻めの道政」「稼ぐ道政」についても、そのイメージを

踏み込んで具体的に提示して欲しかった。もちろん、その具体的政策は、今後の政策遂行の

中で提示されてくるものと思うが、願わくは、政策遂行のピッチとテンポを高橋道政の時よ

りももっと早めてもらいたいと思う。それこそが「若さ」を活かすリーダーシップとして、

新知事に大いに期待したいところである。人口減少のスピードは速い。決して俗にいう「茹

でガエル」となることのないように念じている。

最後に、蛇足ではあるが、投票の開票について一言付言しておきたい。NHKの報道画面

で開票風景を見て改めて驚いた。投票箱から出された山のような投票用紙を、ぎっしりと並

んだ大勢の人が群がって仕分けしていく。正に人海戦術である。こうした仕分け、集計など

の作業は、それこそシステム対応による合理化が出来るのではないか。全国共通のシステム

とすれば、費用対効果の面でもペイする結果が得られると思うが如何か。

（平成３１年４月１０日 北洋銀行顧問 横内 龍三）
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鉱工業指数
生産指数 出荷指数 在庫指数

北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国
２０１５年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２０１５年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２０１５年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２０１５年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２０１５年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２０１５年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２０１４年度 １０２．２ △５．３ ９８．４ △０．５ １００．６ △６．１ ９７．５ △１．２ ９７．２ ２．０ １０４．９ ６．１
２０１５年度 r ９９．７ △２．４ r ９９．８ △０．７ r ９９．７ △０．９ r ９９．６ △１．０ r ９２．６ △４．７ r ９５．２ ０．２
２０１６年度 r ９９．８ ０．１ r１００．６ ０．８ r ９９．４ △０．３ r１００．２ ０．６ r ９２．３ △０．３ r ９３．９ △１．４
２０１７年度 r１００．３ ０．５ r１０３．５ ２．９ r１０１．４ ２．０ r１０２．４ ２．２ r ９８．０ ６．２ r ９８．８ ５．２

２０１７年１０～１２月 r１００．５ ０．２ １０４．４ １．２ r１０１．３ △０．４ r１０３．１ ０．７ r ９５．２ １．８ １０１．１ ２．０
２０１８年１～３月 r ９８．９ △１．６ １０３．３ △１．１ r ９９．８ △１．５ １０１．８ △１．３ r１０３．４ ８．６ １０４．１ ３．０

４～６月 r１００．２ １．３ １０４．５ １．２ r１００．２ ０．４ １０３．９ ２．１ r１０４．１ ０．７ １０１．４ △２．６
７～９月 r ９５．７ △４．５ １０３．１ △１．４ r ９７．１ △３．１ １０１．９ △２．０ r１００．７ △３．３ １０２．６ １．２
１０～１２月 r ９８．６ ３．０ １０５．１ ２．０ r ９８．４ １．４ １０３．７ １．８ r１０４．４ ３．７ １０３．１ ０．５

２０１８年 ２月 r ９８．３ △０．７ １０３．５ ２．７ r ９９．８ △０．３ １０１．９ １．７ r ９８．９ ２．５ １００．８ ０．３
３月 r ９９．４ １．１ １０５．７ ２．１ r ９９．６ △０．２ １０３．４ １．５ r１０３．４ ４．６ １０４．１ ３．３
４月 r ９９．６ ０．２ １０５．４ △０．３ r１０１．７ ２．１ １０５．２ １．７ r１００．７ △２．６ １０３．２ △０．９
５月 r１０１．３ １．７ １０４．８ △０．６ r１０２．１ ０．４ １０３．０ △２．１ r１０３．６ ２．９ １０３．２ ０．０
６月 r ９９．６ △１．７ １０３．４ △１．３ r ９６．８ △５．２ １０３．６ ０．６ r１０４．１ ０．５ １０１．４ △１．７
７月 r ９９．４ △０．２ １０３．０ △０．４ r１００．２ ３．５ １０１．４ △２．１ r１０１．８ △２．２ １０１．６ ０．２
８月 r ９７．４ △２．０ １０３．３ ０．３ r ９９．８ △０．４ １０３．２ １．８ r１０２．５ ０．７ １０１．４ △０．２
９月 r ９０．４ △７．２ １０２．９ △０．４ r ９１．３ △８．５ １０１．１ △２．０ r１００．７ △１．８ １０２．６ １．２
１０月 r ９８．２ ８．６ １０５．９ ２．９ r ９８．３ ７．７ １０４．６ ３．５ r１０４．７ ４．０ １０１．３ △１．３
１１月 r ９９．０ ０．８ １０４．８ △１．０ r１００．２ １．９ １０３．３ △１．２ r１０２．７ △１．９ １０１．４ ０．１
１２月 r ９８．６ △０．４ １０４．７ △０．１ r ９６．８ △３．４ １０３．３ ０．０ r１０４．４ １．７ １０３．１ １．７

２０１９年 １月 r ９６．６ △２．０ １０１．１ △３．４ r ９５．９ △０．９ ９９．８ △３．４ r１０３．６ △０．８ １０１．７ △１．４
２月 p９６．８ ０．２ p１０２．５ １．４ p９６．９ １．０ p１０１．６ １．８ p１０４．４ ０．８ p１０２．２ ０．５

資料 経済産業省、北海道経済産業局

■鉱工業生産指数の年度は原指数による。
■「p」は速報値、「r」は修正値。

年月

百貨店・スーパー販売額
百貨店・スーパー計 百貨店 スーパー

北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％）
２０１４年度 ９６７，５６３△１．０ １９９，９５２△０．９ ２０９，５４７ △４．１ ６７，０２１ △２．８ ７５８，０１６ △０．１ １３２，９３１ ０．０
２０１５年度 ９６１，５５４ ３．３ r １９９，４００ ２．７ ２１０，１９０ ０．３ ６７，９２３ １．３ ７５１，３６５ ４．０ r １３１，４７７ ３．３
２０１６年度 r ９５３，９０７ ０．４ r １９５，２６０△１．１ r ２０２，８４９ △３．５ r ６５，６０７ △３．４ r ７５１，０５８ １．６ r １２９，６５３ ０．０
２０１７年度 r ９６２，１２１ ０．９ r １９６，２５２ ０．５ r ２０１，２９１ △０．８ r ６５，３５４ △０．４ r ７６０，８３０ １．３ r １３０，８９８ １．０

２０１７年１０～１２月 ２６１，５１６ １．５ ５３，５２２ ０．７ ５７，２１８ ３．８ １８，６８１ ０．１ ２０４，２９８ ０．９ ３４，８４０ １．１
２０１８年１～３月 ２３７，１１８ １．２ ４７，７７２ ０．５ ５１，２７８ ０．６ １６，０６９ △１．１ １８５，８４０ １．４ ３１，７０４ １．３

４～６月 ２３１，２１５ ０．７ ４７，２６０ ０．２ ４５，９７９ ２．２ １５，２８０ ０．１ １８５，２３６ ０．４ ３１，９７９ ０．３
７～９月 ２３５，９３８ ０．９ ４７，８８８ ０．２ ４５，８６０ △４．１ １４，７３３ △４．０ １９０，０７８ ２．１ ３３，１５５ ２．２
１０～１２月 ２６１，４４９ ０．０ ５３，１２４△０．７ ５７，５０７ ０．５ １８，３５３ △１．８ ２０３，９４２ △０．２ ３４，７７１ △０．２

２０１８年 ２月 ７３，７５９ １．７ １４，５６５ ０．５ １５，６５４ ２．９ ４，７０２ △１．５ ５８，１０５ １．４ ９，８６３ １．５
３月 ８１，４２７ １．２ １６，３８１ ０．４ １７，７０４ ０．２ ５，７０８ △０．４ ６３，７２３ １．５ １０，６７３ ０．９
４月 ７７，０６２ ０．８ １５，５６５△０．１ １５，１１５ ２．６ ５，００５ ０．２ ６１，９４７ ０．３ １０，５６０ △０．３
５月 ７６，８２７△０．３ １５，６６４△１．４ １５，０４０ ０．２ ４，９４４ △２．５ ６１，７８７ △０．５ １０，７２１ △０．８
６月 ７７，３２６ １．８ １６，０３０ ２．１ １５，８２４ ３．７ ５，３３１ ２．６ ６１，５０２ １．３ １０，６９９ １．９
７月 ８１，２４１△０．４ １７，００２△１．０ １６，７７８ △３．６ ５，６１７ △６．５ ６４，４６３ ０．５ １１，３８４ １．９
８月 ８０，１１４ １．４ １５，７５１ ０．６ １５，２９８ １．２ ４，５１５ △０．８ ６４，８１６ １．５ １１，２３６ １．２
９月 ７４，５８４ １．６ １５，１３５ １．１ １３，７８４ △９．９ ４，６００ △３．８ ６０，７９９ ４．６ １０，５３５ ３．４
１０月 ７７，１０５△１．２ １５，８６２△０．２ １６，２４２ △１．７ ５，１５９ △０．１ ６０，８６３ △１．０ １０，７０３ △０．２
１１月 ７９，９７６ ０．６ １６，４３７△１．７ １７，６２６ ３．４ ５，７８９ △２．３ ６２，３５０ △０．１ １０，６４８ △１．３
１２月 １０４，３６８ ０．３ ２０，８２５△０．５ ２３，６３９ ０．０ ７，４０５ △２．５ ８０，７２９ ０．４ １３，４２０ ０．７

２０１９年 １月 ８１，５０５△０．５ １６，３２２△３．０ １８，０７９ ０．９ ５，３８０ △４．９ ６３，４２６ △０．９ １０，９４１ △２．０
２月 ７４，１９８ ０．６ １４，３４５△１．５ １５，５５６ △０．６ ４，６００ △２．２ ５８，６４２ ０．９ ９，７４６ △１．２

資料 経済産業省、北海道経済産業局

■百貨店・スーパー販売額の前年同月比は全店ベースによる。
■「p」は速報値、「r」は修正値。

主要経済指標（１）

― ２６ ―ほくよう調査レポート ２０１９年５月号

ｏ．２７４（カラー）　ＩＣＳ　１７５線／本文　※柱に注意！　柱「ほくよう」に変更／０２６～０２９　主要経済指標  2019.04.18 16.30.07  Page 26 



年月

専門量販店販売額
家電大型専門店 ドラッグストア ホームセンター

北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％）
２０１４年度 １３０，０３９ － ４１，７８１ － ２１０，７３８ － ４９，４２３ － １２８，５２２ － ３２，５１７ －
２０１５年度 １３６，８１６ ５．２ ４２，２８８ １．２ ２２９，８２０ ９．３ r ５４，７７６ ９．２ １３１，５８９ ２．４ r ３３，１５９ ２．０
２０１６年度 r １３６，９７８ ０．１ r ４１，９８４△０．７ r ２４２，７１４ ５．６ r ５７，７２９ ５．３ １２９，４９２ △１．６ r ３３，０４０ △０．４
２０１７年度 r １４１，３７７ ３．２ r ４３，３４８ ３．３ r ２５５，３３１ ５．３ r ６１，５０３ ６．４ １３０，２８９ ０．６ r ３２，９０８ △０．４

２０１７年１０～１２月 ３７，４９６ ４．０ １１，２８８ ３．７ ６３，９５１ ５．１ １５，７３０ ６．１ ３５，４５８ △０．２ ８，７２０ △０．８
２０１８年１～３月 p ３６，８９７ ０．５ １０，９３１ ２．４ p ６３，９１５ ４．８ １５，０８２ ７．４ p ２５，０４５ １．２ ７，２１２ △０．５

４～６月 p ３１，９１９ ２．９ １０，０７０ ２．９ p ６４，８５８ ５．２ １５，９５４ ６．１ p ３６，９５０ ０．６ ８，６０９ △２．０
７～９月 p ３６，２９２ ０．９ １１，３９７ ０．９ p ６７，７１１ ３．３ １６，２４９ ５．５ p ３４，６３４ ４．７ ８，２５９ ０．８
１０～１２月 p ３８，６２７ ３．０ １１，５１４ ２．２ p ６５，９３７ ３．３ １６，３５９ ４．８ p ３７，０２９ ４．４ ８，７７３ ０．６

２０１８年 ２月 ９，９４５ １．７ ３，０６６ ３．８ ２１，４０１ ４．１ ４，８００ ６．２ ７，２９３ ２．７ ２，１７０ △０．９
３月 １３，９９８△０．５ ４，０２３ ０．３ １９，８５３ ６．１ ５，２７０ ８．８ ９，４８５ ３．８ ２，６３０ ０．３
４月 １０，７９８△１．１ ３，３３４ ０．８ ２１，４７４ ６．０ ５，３０２ ７．９ １２，２９２ ４．１ ２，９７３ ０．４
５月 １０，３２２ ３．７ ３，２４０ ０．４ ２１，０５６ ４．５ ５，２９３ ４．１ １３，２３５ △２．９ ２，９５１ △５．６
６月 １０，７９９ ６．４ ３，４９６ ７．６ ２２，３２８ ５．２ ５，３５９ ６．３ １１，４２３ １．２ ２，６８６ △０．５
７月 １２，８９５△９．１ ４，５１６△１．５ ２２，３３１ ０．７ ５，６７０ ６．２ １１，６３３ △３．３ ２，９３１ ０．７
８月 １１，３９６ ３．１ ３，４９９△１．７ ２３，１６２ ４．０ ５，４３６ ５．４ １１，２３４ △０．１ ２，７３７ △１．４
９月 １２，００１ １２．０ ３，３８１ ７．３ ２２，２１８ ５．３ ５，１４３ ４．８ １１，７６７ ２０．２ ２，５９０ ３．３
１０月 １０，８３５ １．８ ３，０９９ ０．０ ２１，６２４ ２．７ ５，３２１ ６．３ １１，５３２ ５．０ ２，７４４ ５．６
１１月 １１，４９２ ０．４ ３，３７１△１．７ ２１，６９９ ３．５ ５，１９９ ４．４ １１，６７８ ５．７ ２，６８５ △２．４
１２月 １６，３００ ５．８ ５，０４４ ６．５ ２２，６１４ ３．８ ５，８３９ ３．９ １３，８１９ ２．９ ３，３４５ △０．８

２０１９年 １月 １３，０５９ ０．８ ３，８４９ ０．２ ２４，０５６ ６．２ ５，２５８ ４．９ ８，２８０ ０．２ ２，３６３ △２．０
２月 １０，２１５ ２．７ ３，０７４ ０．３ ２２，４８２ ５．１ ５，０１０ ４．４ ７，５１４ ３．０ ２，１３９ △１．４

資料 経済産業省、北海道経済産業局

■専門量販店販売額は２０１４年１月から調査を実施。

年月

コンビニエンスストア販売額 消費支出（二人以上の世帯） 来道者数 外国人入国者数

北海道 全国 北海道 全国 北海道 北海道

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 円 前 年 同
月比（％） 円 前 年 同

月比（％） 千人 前 年 同
月比（％） 千人 前 年 同

月比（％）
２０１４年度 ５２８，４３４ ３．３ １０５，４４６ ５．３ ２５９，４６９ ０．２ ２８８，１８８ △１．８ １２，３０８ ０．３ ９３０ ３６．３
２０１５年度 ５４４，９６９ ３．１ １１１，２７９ ５．５ ２５５，０５８ △１．７ ２８５，５８８ △０．９ １２，８２３ ４．２ １，２４３ ３３．７
２０１６年度 ５５５，１０４ １．９ １１５，１８３ ３．４ ２６０，４０３ ２．１ ２８１，０３８ △１．６ １３，５０１ ５．３ １，３９４ １２．１
２０１７年度 ５６５，７３１ １．９ １１８，０１９ ２．３ ２６４，４３３ １．５ ２８４，５８７ １．３ １３，７７７ ２．０ １，７３６ ２４．５

２０１７年１０～１２月 １４３，５１６ １．３ ２９，７８５ １．４ ２８６，６８１ ０．０ ２９４，１３０ １．３ ３，２８１ ２．５ ４４２ ２３．１
２０１８年１～３月 p１３２，５５３ ２．２ ２７，９６８ ２．１ ２６５，７２２ ０．４ ２８５，５１６ ２．２ ３，０４８ １．８ ５１２ ２２．１

４～６月 p１４１，０５７ １．９ ２９，６７８ １．６ ２４５，８３９ △２．３ ２８１，１２９ △０．５ ３，３１６ ０．５ ４０３ ２４．８
７～９月 p１５３，４８９ １．５ ３１，８６７ ２．６ ２４５，１８８ △３．４ ２８２，３８０ ２．３ ３，８５０ △７．２ ４６８ ２．０
１０～１２月 p１４３，９４３ ０．３ ３０，２６８ １．６ ２７０，２５８ △５．７ ３００，２３６ ２．１ ３，２５１ △０．９ ４４７ １．１

２０１８年 ２月 ４１，６１９ ２．３ ８，６７５ １．６ ２３６，２２５ △６．２ ２６５，６１４ １．９ ９９９ ５．６ r １８４ ２４．５
３月 ４６，４０９ ２．５ ９，９６９ ２．８ ２８８，１８１ ９．２ ３０１，２３０ １．１ １，０９０ ０．０ r １４３ ３２．４
４月 ４５，３４８ ２．５ ９，７２１ ２．２ ２４６，９４０ △６．０ ２９４，４３９ △０．５ ９９１ ４．７ r １１９ ２３．０
５月 ４７，４８１ ０．２ ９，９７９ ０．１ ２５４，３２２ ９．５ ２８１，３０７ △０．６ １，１１７ △３．５ r １３５ ２２．９
６月 ４８，２２８ ３．１ ９，９７８ ２．５ ２３６，２５４ △９．１ ２６７，６４１ △０．４ １，２０８ １．０ r １４９ ２８．２
７月 ５２，６４４△０．３ １０，９００ １．３ ２４７，４３２ １．９ ２８３，３８７ １．５ １，３００ △１．０ r １９８ １１．４
８月 ５１，９３９ １．９ １０，７４５ ２．２ ２５２，４３６ △８．４ ２９２，４８１ ４．３ １，５３３ ０．２ r １７９ １１．０
９月 ４８，９０６ ３．１ １０，２２２ ４．５ ２３５，６９７ △２．９ ２７１，２７３ ０．９ １，０１７ △２２．１ r ９１ △２４．０
１０月 ４７，０７７△２．３ ９，９８６ ０．０ ２５７，７７８ △１４．６ ２９０，３９６ ２．７ １，１３２ △７．３ r １２１ △１２．３
１１月 ４６，１５８ １．８ ９，７１６ ２．０ ２６４，７６７ ０．６ ２８１，０４１ １．３ １，０５３ １．３ r １１５ △５．５
１２月 ５０，７０８ １．４ １０，５６６ ２．８ ２８８，２２９ △２．３ ３２９，２７１ ２．２ １，０６６ ４．５ r ２１１ １５．５

２０１９年 １月 ４５，４４４ ２．１ ９，５６４ ２．６ ２５４，３４２ △６．８ ２９６，３４５ ２．３ １，００４ ４．６ r ２１２ １５．０
２月 ４２，７２１ ２．６ ９，００３ ３．８ ２５０，５７２ ６．１ ２７１，２３２ ２．１ ９９６ △０．２ p ２０４ １０．６

資料 経済産業省、北海道経済産業局 総務省、北海道 �北海道観光振興機構 法務省

■コンビニエンスストア販売額の前年同月比は全店
ベースによる。

■年度および四半期の数値は月平均
値。

■「p」は速報値。

主要経済指標（２）

― ２７ ― ほくよう調査レポート ２０１９年５月号
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年月

新設住宅着工戸数 民間非居住用建築物着工床面積 機械受注実績

北海道 全国 北海道 全国 全国

戸 前 年 同
月比（％） 百 戸 前 年 同

月比（％） 千㎡ 前 年 同
月比（％） 千㎡ 前 年 同

月比（％） 億 円 前 年 同
月比（％）

２０１４年度 ３２，２２５ △７．８ ８，８０５ △１０．８ １，７６９ △７．４ ４５，０１３ △５．９ ９７，８０５ ０．８
２０１５年度 ３４，３２９ ６．５ ９，２０５ ４．６ １，７６２ △０．４ ４４，０９８ △２．０ １０１，８３８ ４．１
２０１６年度 ３７，５１５ ９．３ ９，７４１ ５．８ １，８０９ ２．７ ４５，２９９ ２．７ １０２，３１５ ０．５
２０１７年度 ３７，０６２ △１．２ ９，４６４ △２．８ １，９８３ ９．６ ４７，２９３ ４．４ １０４，６１６ ２．２

２０１７年１０～１２月 ９，７１０ △４．１ ２，４４５ △２．５ ４２１ ５．６ １１，５２１ ６．６ ２３，７３５ ０．０
２０１８年１～３月 ５，５９７ △６．３ ２，０５０ △８．２ ２２７ △７．２ １１，１４１ ４．０ ２８，５９５ ０．２

４～６月 １０，５６４ △５．７ ２，４５０ △２．０ ５６２ △１４．４ １２，１４６ △２．０ ２５，５７７ ８．０
７～９月 １０，１１７ △４．１ ２，４６４ △０．２ ５２８ △２２．３ １２，１８５ △０．４ ２６，７０９ ４．８
１０～１２月 ９，６１０ △１．０ ２，４５９ ０．６ ４８２ １４．６ １１，６４７ １．１ ２４，２１０ ２．０

２０１８年 ２月 １，３７３ △２４．８ ６９１ △２．６ ５６ ５１．２ ３，９３８ ０．９ ７，９５９ ２．４
３月 ２，８１３ ７．７ ６９６ △８．３ １０４ △１．６ ３，６４４ １６．７ １３，７４３ △２．４
４月 ３，９６３ △８．７ ８４２ ０．３ ２０２ １６．８ ４，１１３ ３．５ ８，６８９ ９．６
５月 ３，２８２ △４．８ ７９５ １．３ ２０５ △１０．２ ３，８２８ △５．２ ７，９１６ １６．５
６月 ３，３１９ △２．７ ８１３ △７．１ １５４ △３９．４ ４，２０６ △４．０ ８，９７３ ０．３
７月 ３，５４２ △１．５ ８２６ △０．７ １９７ △１０．３ ４，３２３ １３．２ ８，２２３ １３．９
８月 ３，４２２ ３．５ ８１９ １．６ １３４ △３８．９ ３，８３３ △７．６ ８，６３４ １２．６
９月 ３，１５３ △１３．７ ８１９ △１．５ １９７ △１８．１ ４，０２９ △５．７ ９，８５１ △７．０
１０月 ３，８４６ ５．３ ８３３ ０．３ １６７ △８．３ ４，０８０ ０．１ ７，７６２ ４．５
１１月 ３，１７９ △８．０ ８４２ △０．６ １４７ １１．２ ３，７０９ △８．８ ７，７４４ ０．８
１２月 ２，５８５ △０．６ ７８４ ２．１ １６９ ５７．７ ３，８５８ １４．１ ８，７０５ ０．９

２０１９年 １月 １，４６６ ３．９ ６７１ １．１ ９４ ４２．９ ３，６２２ １．８ ６，６９４ △２．９
２月 １，５６１ １３．７ ７２０ ４．２ ９３ ６５．７ ３，４７２ △１１．８ ７，５２１ △５．５

資料 国土交通省 国土交通省 内閣府

■「r」は修正値。 ■船舶・電力を除く民
需（原系列）。

年月

乗用車新車登録台数

北海道 全国
合計 普・小・軽・計普通車 小型車 軽乗用車

台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％）
２０１４年度 １７９，４０３ △９．８ ５０，９４０ △８．３ ６０，３５９ △１３．３ ６８，１０４ △７．７ ４，４５３，５０９ △７．９
２０１５年度 １６８，７０８ △６．０ ５５，１６１ ８．３ ５９，３９０ △１．６ ５４，１５７ △２０．５ ４，１１５，４３６ △７．６
２０１６年度 １７６，０１８ ４．３ ６０，８９９ １０．４ ６２，４７４ ５．２ ５２，６４５ △２．８ ４，２４３，３９３ ３．１
２０１７年度 １８３，７７０ ４．４ ６２，８０７ ３．１ ６３，４４３ １．６ ５７，５２０ ９．３ ４，３４９，７７８ ２．５

２０１７年１０～１２月 ３７，２６５ △０．７ １２，２６１ △０．９ １２，７４５ △４．０ １２，２５９ ３．２ ９７３，８０４ △１．６
２０１８年１～３月 ５０，６７２ △１．６ １８，９２５ ３．０ １５，２２０ △１２．４ １６，５２７ ４．８ １，３０３，９１１ △２．７

４～６月 ４６，５１２ △５．５ １４，６８５ △１１．６ １７，５７１ △４．８ １４，２５６ ０．８ ９８８，１１４ △１．８
７～９月 ４５，４６８ △２．５ １５，４９８ ３．２ １５，７３５ △７．６ １４，２３５ △２．５ １，０７５，２８４ ０．９
１０～１２月 ３７，３９１ ０．３ １３，１４６ ７．２ １２，３４８ △３．１ １１，８９７ △３．０ １，０２３，８５１ ５．１

２０１８年 ２月 １３，６５８ △３．５ ４，８２０ △３．１ ４，１４９ △８．５ ４，６８９ １．１ ４０１，８０４ △２．８
３月 ２５，３０７ ０．９ １０，２６２ １１．６ ７，４２５ △１３．６ ７，６２０ ４．６ ５６２，５２６ △３．６
４月 １４，３９８ △６．１ ４，３５５ △１８．４ ５，５４９ △２．９ ４，４９４ ５．３ ３０５，０２７ ２．６
５月 １４，３５６ △１．５ ４，５６５ △４．９ ５，３２５ １．９ ４，４６６ △１．７ ３０７，７２１ △１．５
６月 １７，７５８ △８．０ ５，７６５ △１０．８ ６，６９７ △１０．８ ５，２９６ △０．６ ３７５，３６６ △５．３
７月 １７，１６４ ２．８ ５，６８６ ６．６ ６，４９７ ０．７ ４，９８１ １．４ ３６８，８８７ ３．３
８月 １２，７４０ △４．０ ４，３８８ ４．９ ４，３９８ △１４．６ ３，９５４ ０．４ ３０２，３４０ ４．０
９月 １５，５６４ △６．６ ５，４２４ △１．４ ４，８４０ △１０．８ ５，３００ △７．７ ４０４，０５７ △３．３
１０月 １３，６８２ ９．６ ４，５８４ １４．０ ４，５１６ ６．４ ４，５８２ ８．７ ３４６，８７４ １１．６
１１月 １２，８２３ △２．８ ４，７３３ １５．４ ４，３０４ △７．２ ３，７８６ △１５．１ ３５７，３０７ ７．４
１２月 １０，８８６ △６．０ ３，８２９ △７．５ ３，５２８ △８．７ ３，５２９ △１．６ ３１９，６７０ △３．２

２０１９年 １月 １１，３１５ △３．３ ３，８５６ ０．３ ３，５２０ △３．５ ３，９３９ △６．６ ３４２，４７７ ０．９
２月 １３，８７７ １．６ ４，９３３ ２．３ ４，１５５ ０．１ ４，７８９ ２．１ ４０１，３７６ △０．１

資料 �日本自動車販売協会連合会、�全国軽自動車協会連合会

主要経済指標（３）

― ２８ ―ほくよう調査レポート ２０１９年５月号
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年月

公共工事請負金額 有効求人倍率 新規求人数（常用） 完全失業率（常用）
北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％）
倍
原数値 人 前 年 同

月比（％） 人 前 年 同
月比（％）

％
原数値

２０１４年度 ８７５，３７０ △７．６ １４５，２２２ △０．３ ０．８６ １．００ ２９，９１３ ５．１ ７３８，８１１ ４．０ ３．９ ３．５
２０１５年度 ７７０，８１１ △１１．９ １３９，６７８ △３．８ ０．９６ １．１１ ３１，１８１ ４．２ ７６９，３８７ ４．１ ３．５ ３．３
２０１６年度 ８７７，６５３ １３．９ １４５，３９５ ４．１ １．０４ １．２５ ３１，９６６ ２．５ ８１１，１９０ ５．４ ３．６ ３．０
２０１７年度 ８８３，１１０ ０．６ １３９，０８１ △４．３ １．１１ １．３８ ３２，４３４ １．５ ８５３，６７１ ５．２ ３．１ ２．５

２０１７年１０～１２月 ９０，１３９ １２．３ ２８，３１９ １．１ １．１７ １．４６ ３０，７８３ ５．２ ８４０，１９２ ７．９ ２．９ ２．６
２０１８年１～３月 １３１，１１８ △２５．８ ２４，９３８ △１５．６ １．１５ １．５０ ３３，８５６ ０．５ ８９９，３５７ ２．５ ３．１ ２．５

４～６月 ４３６，７１４ △０．６ ４８，９７３ １．５ １．０８ １．３５ ３３，２８６ ２．９ ８５９，７７８ ４．１ ３．０ ２．４
７～９月 １９７，７３６ △１１．２ ３５，９４７ △４．３ １．１９ １．４５ ３２，６６３ △０．４ ８５３，５８７ ０．５ ２．８ ２．４
１０～１２月 ８８，２３２ △２．１ ２９，３５２ ３．６ １．２２ １．４８ ３１，５１８ ２．４ ８４９，８０７ １．１ ２．８ ２．４

２０１８年 ２月 １７，７５５ △１２．３ ６，１３９ △２０．２ １．１６ １．５１ ３３，３３０ △２．７ ８９８，１７１ ０．９ ３．１ ２．５
３月 １０２，２４９ △２９．７ １２，６９７ △１４．５ １．１４ １．４６ ３４，２４８ △１．６ ８９５，３９７ ３．７ ↓ ２．５
４月 １５９，４０５ ８．６ ２１，７７７ ５．５ １．０７ １．３５ ３４，７９２ ４．８ ８６６，９３８ ４．９ ↑ ２．５
５月 １５４，９１１ △０．４ １２，８５７ ３．５ １．０７ １．３３ ３２，７０５ ３．１ ８５６，９３３ ６．６ ３．０ ２．３
６月 １２２，３９７ △１０．６ １４，３３９ △５．６ １．１０ １．３７ ３２，３６０ ０．８ ８５５，４６２ ０．９ ↓ ２．５
７月 ８８，５０９ △６．８ １２，５２０ △２．９ １．１６ １．４２ ３４，４６４ ６．６ ８５５，５１０ ４．３ ↑ ２．５
８月 ６６，７７８ △６．９ １１，２４１ △２．２ １．１８ １．４６ ３２，３７１ １．１ ８７２，７１０ ３．６ ２．８ ２．４
９月 ４２，４４８ △２４．１ １２，１８６ △７．６ １．２２ １．４８ ３１，１５３ △８．６ ８３２，５４１ △５．８ ↓ ２．４
１０月 ４５，９３７ △５．８ １２，８２３ ９．５ １．２１ １．４９ ３６，７４６ ６．７ ９４４，４３３ ５．０ ↑ ２．４
１１月 ２６，８０１ ５．５ ８，１８９ △５．２ １．２３ １．５２ ３１，２９２ ４．４ ８５１，１８９ ３．１ ２．８ ２．５
１２月 １５，４９３ △２．９ ８，３４０ ４．６ １．２２ １．５７ ２６，５１６ △４．７ ７５３，８００ △５．３ ↓ ２．４

２０１９年 １月 ９，２２７ △１７．０ ５，８５３ △４．１ １．２０ １．５６ ３４，５６４ １．７ ９３３，６４８ ３．２ － ２．５
２月 １５，０８６ △１５．０ ７，３９０ ２０．４ １．１９ １．５４ ３４，２０６ ２．６ ９１８，８７４ ２．３ － ２．３

資料 北海道建設業信用保証㈱ほか２社 厚生労働省
北海道労働局

厚生労働省
北海道労働局 総務省

■年度および四半期
の数値は月平均値。

■年度及び四半期の数値は、月平均値。■年度の数値は四
半期の平均値。

年月

消費者物価指数（生鮮食品除く総合） 企業倒産件数
（負債総額１，０００万円以上） 円相場

（東京市場）
日経
平均
株価北海道 全国 北海道 全国

２０１５年＝１００ 前 年 同
月比（％）２０１５年＝１００

前 年 同
月比（％） 件 前 年 同

月比（％） 件 前 年 同
月比（％） 円／ドル 円

月（期）末
２０１４年度 １００．４ ３．０ １００．０ ２．８ ２９１ △１２．６ ９，５４３ △９．４ １０９．９２ １９，２０７
２０１５年度 ９９．８ △０．５ １００．０ ０．０ ２６５ △８．９ ８，６８４ △９．０ １２０．１３ １６，７５９
２０１６年度 ９９．６ △０．２ ９９．７ △０．２ ２７９ ５．３ ８，３８１ △３．５ １０８．３７ １８，９０９
２０１７年度 １００．９ １．３ １００．４ ０．７ ２６３ △５．７ ８，３６７ △０．２ １１０．８０ ２１，４５４

２０１７年１０～１２月 １０１．２ １．５ １００．７ ０．９ ６５ ３．２ ２，１０６ １．０ １１２．９５ ２２，７６５
２０１８年１～３月 １０１．２ １．４ １００．５ ０．９ ６５ △１７．７ ２，０４１ △１．８ １０８．２０ ２１，４５４

４～６月 １０２．０ １．６ １０１．０ ０．８ ６２ △１６．２ ２，１０７ △３．７ １０９．０５ ２２，３０５
７～９月 １０２．３ １．７ １０１．１ ０．９ ５３ △１０．２ ２，０１７ △０．７ １１１．４４ ２４，１２０
１０～１２月 １０２．８ １．６ １０１．５ ０．９ ５１ △２１．５ ２，０７０ △１．７ １１２．８７ ２０，０１５

２０１８年 ２月 １０１．２ １．６ １００．６ １．０ １９ △２６．９ ６１７ △１０．３ １０７．８２ ２２，０６８
３月 １０１．４ １．５ １００．６ ０．９ ２７ △２５．０ ７８９ ０．４ １０６．００ ２１，４５４
４月 １０１．８ １．５ １００．９ ０．７ １６ △２７．３ ６５０ △４．４ １０７．４３ ２２，４６８
５月 １０２．０ １．５ １０１．０ ０．７ ２７ △６．９ ７６７ △４．４ １０９．６９ ２２，２０２
６月 １０２．２ １．７ １０１．０ ０．８ １９ △１７．４ ６９０ △２．３ １１０．０３ ２２，３０５
７月 １０２．２ １．９ １００．９ ０．８ １８ △２１．７ ７０２ △１．７ １１１．３７ ２２，５５４
８月 １０２．２ １．６ １０１．２ ０．９ １８ １２．５ ６９４ ８．６ １１１．０６ ２２，８６５
９月 １０２．５ １．８ １０１．３ １．０ １７ △１５．０ ６２１ △８．５ １１１．８９ ２４，１２０
１０月 １０２．９ １．９ １０１．６ １．０ １５ △２５．０ ７３０ △０．４ １１２．７８ ２１，９２０
１１月 １０３．０ １．８ １０１．６ ０．９ １８ △３３．３ ７１８ ６．１ １１３．３７ ２２，３５１
１２月 １０２．６ １．１ １０１．４ ０．７ １８ ０．０ ６２２ △１０．６ １１２．４５ ２０，０１５

２０１９年 １月 １０２．０ １．０ １０１．２ ０．８ １６ △１５．８ ６６６ ４．９ １０８．９５ ２０，７７３
２月 １０２．１ ０．９ １０１．３ ０．７ １６ △１５．８ ５８９ △４．５ １１０．３６ ２１，３８５

資料 総務省 ㈱東京商工リサーチ 日本銀行 日本経済新聞社

■年度及び四半期の数値は、月平均値。 ■円相場は対米ドル、インター
バンク中心相場の月中平均値。
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●道内経済の動き

●道内企業の経営動向調査
（２０１９年１～３月期実績、２０１９年４～６月期見通し）

●寄稿
地域再生につなげる／つながる北海道観光へ
－「ポスト２０２０」に向けて欧州の事例から－

●経済コラム 北斗星
北海道知事選挙を振り返って
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